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「日常生活自立支援事業」に関する緊急要望について
　「日常生活自立支援事業」は、都道府県社会福祉協議会を実施主体に、認知症・知的障がい・精神障がい等により判断能力が不十分な方の権利と財産を守る制度として、平成11年度に創設されて以来10年余りが経過した。
この間、大阪府内では、利用者数が年々増加し、平成２５年３月末現在で1,947名に上る一方、235名の待機者が発生しており、認知症高齢者の増加や障がい者の地域移行等に伴い、今後さらに利用者の急増が見込まれる状況にある。
これは、本事業が、人口減少・少子高齢社会における府民の切迫したニーズに応える有効な施策であることの証左であり、改めて、国による補助制度創設に感謝申し上げたい。
　そのうえで、大阪の実態に即した本事業の持続可能性という観点から、大きな課題があることをご理解いただきたい。
大阪では、本事業の実施にあたり、府内の市町村社会福祉協議会が、利用者に身近な地域の様々な支援機関との連携・協働の中で、利用者の日常生活の自立を支援するという「現地性」を発揮し、あわせて、大阪府社会福祉協議会が、市町村社会福祉協議会への相談援助、困難事例へのバックアップという「広域性」「専門性」を発揮し、この両者が両輪となって役割を果たしている。
すなわち、国・大阪府だけではなく、市町村も同等以上の財源負担を行い、これらに支えられた市町村社会福祉協議会の人材が現場の担い手として機能しており、大阪のような人口が密集する大都市部においては、住民に最も身近な基礎自治体である市町村、そして市町村社会福祉協議会が重要な役割を果たしている。この点、大阪という地域の実情として、十分にお汲み取りいただきたい。
　こうしたことから、全国一律に都道府県予算額のみを国庫補助対象経費とする現行補助方式は、大阪の実態から乖離しており、現状のままであれば、支援の現場で人的・財政的な破たんを来たし、本制度そのものが崩壊する危惧がある。
　また、生活支援員の賃金については、利用料が無料とされる生活保護受給者に対する派遣の場合、国庫補助制度上の一定の配慮がなされているが、住民非課税世帯の場合には、派遣経費を全額利用料で賄う仕組みとなっており、国庫補助の対象にはならない。
　ついては、本事業の危機的な実態に鑑み、下記の２項目について、緊急の要望を行うので、実現に向けて特段の配慮をお願いしたい。
記
１．本事業において、地域の実情に即して市町村及び市町村社会福祉協議会が果たしている役割について、改めてご認識いただき、本事業が安定かつ持続可能なものとなるよう、各都道府県の実情に応じて市町村が予算措置した場合にも、国庫補助対象となるよう補助要綱の改正をお願いしたい。
２．生活支援員の賃金に係る国庫補助上の取扱いについて、生活保護受給者世帯に対する派遣の場合と同様に、住民税非課税世帯に対する派遣の場合も、例えば、当該世帯に対する派遣経費から当該世帯に係る利用料収入を控除した額の一定割合について国庫補助対象経費として認める等、特段の配慮をお願いしたい。
